
◆加給年金額の失権について
　加給年金対象者の方が次の事由に該当した場合失権となり、当該事由に該当した月の翌月から加算され
ないこととなります。

・死亡したとき
・年金受給権者によって生計維持されている状態ではなくなったとき
・配偶者が65歳に到達したとき
・子が養子縁組によって年金受給権者の配偶者以外の者の養子になったとき
・養子縁組による子が離縁をしたとき
・子が婚姻したとき
・子が18歳に達した日以後の最初の3月31日が終了したとき
　（障害等級1級または2級に該当する障害の状態にある子の場合は20歳に到達したとき）
・ 障害等級の1級または2級に該当する障害の状態にある子についてその事情がなくなったとき
　（18歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある子を除く）

お問い合わせ先　年金課　☎048-822-3307

地方公務員共済組合連合会では、ホームページに平成30年度末の
「財政検証結果」を掲載しています。是非、ご覧ください。

http://www.chikyoren.or.jp/（地方公務員共済組合連合会トップページ）
トップページの「年金関連情報⇒年金財政関係⇒年金払い退職給付（退職等年金給付）

⇒財政検証・財政再計算」からご覧いただけます。

検索検索 ➡

地方公務員共済組合連合会では、ホームページに基準利率や
年金現価率等に関する情報を掲載しています。今後、これらの率についての関連情報等を

掲載していきますので、是非、ご覧ください。
http://www.chikyoren.or.jp/（地方公務員共済組合連合会トップページ）

トップページの「年金関連情報⇒年金財政関係⇒年金払い退職給付制度（退職等年金給付）
⇒地共連の定款で定める事項（基準利率等）」からご覧いただけます。

年金払い退職給付に係る財政状況（平成30年度末）について

10月に年金払い退職給付に係る基準利率及び
終身年金現価率並びに有期年金現価率の値が変わります
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